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社会福祉法人 仙台ビーナス会 

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

特別養護老人ホーム第二白東苑 重要事項説明書 

１．事業の目的と運営方針 

（目的） 

要介護状態にある方に対し、適正な地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供することによ

り要介護状態の維持・改善を目的とし、目標を設定して計画的にサービスを提供します。 

また、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービスと連携を図り、総合的なサービスの提供に努め

ます。 

（方針） 

 入居者一人ひとりの自主性を尊重し、なるべく集団管理主義にならないよう自由な生活を保障し、専

門的なサービスを提供する事を基本とし、次の方針で運営いたします。 

 ① 要介護状態となった入居者が、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した生活

を営むことができるよう、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を

行う事により、入居者の心身機能の維持、向上に努めます。 

 ② 介護支援専門員の作成した介護サービス計画書に沿い、そのサービス目標を達成する為に具体的な

サービスの提供を行います。 

 ③ 介護サービスの提供にあたっては、親切丁寧に行う事を旨とし、入居者又はその家族に対し、サー

ビス提供方法と、利用料金等について、理解を求め、同意を得るようにいたします。 

 ④ 事業の実施にあたっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービス事業と綿密な連携を図り、

総合的かつ効率的なサービスの提供に努めるものとします。 

 

２．施設の内容 

(1) 提供できるサービスの地域 

  法人名        社会福祉法人 仙台ビーナス会 

施設名        特別養護老人ホーム 白東苑 

指定番号       ０４７５４００２１４号 

所在地        宮城県仙台市太白区四郎丸字大宮２６－３ 

代表者の氏名     理事長  齋藤 信子 

法人設立年月日    平成７年７月１９日 

電話番号       ０２２－２４１－５９９０ 

指定を受けた地域   宮城県仙台市 

（サテライト型） 

施設名        特別養護老人ホーム 第二白東苑 

指定番号       ０４９５４００１６０号 

所在地        宮城県仙台市太白区袋原４丁目３６－１８ 

施設長        施設長  最上 啓史 

施設開設年月日    平成２３年８月１日 

電話番号       ０２２－７４８－５５８１ 
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(2) 施設の従業者体制 

≪主な職員の配置状況≫ 

職種 職務内容 常勤 非常勤 合計 

施設長 

（管理者兼務） 
業務の一元的な管理 １名  １名 

副施設長 施設長と協働し業務の一元的な管理 １名  １名 

介護主任 副施設長と協議し業務の一元的な管理 1名  1名 

医師（非常勤） 健康管理及び療養上の指導  １名 １名 

生活相談員 

（副施設長兼務） 
業務管理及び生活相談、指導 １名  １名 

介護支援専門員 

（介護職員兼務） 
計画作成担当者 １名  １名 

看護職員 

（機能訓練指導員兼務） 

心身の健康管理、口腔衛生と機能のチェック 

及び指導、保健衛生管理 
2名  2名 

機能訓練指導員 

（看護職員兼務） 
身体機能の向上・健康維持のための指導 2名  2名 

介護職員 

（介護支援専門員兼務） 
介護業務 １９名 １名 ２０名 

管理栄養士 食事の献立作成、栄養計算、栄養指導等 １名  １名 

 ≪主な職員の勤務体制≫ 

職種 勤務体制 人数 職種 勤務体制 人数 

施設長 8:30～17:30 1名 介護職員 

 

 

 

介護支援

専門員 

早番 7:00～16:00 

日勤 8:30～17:30 

中番 10:00～19:00 

遅番 11:00～20:00 

夜勤 16:30～翌9:30 

16名 

介護主任 8:30～17:30 1名 

医師 毎週月曜往診 1名 

相談員 8:30～17:30 1名 

看護職員 8:30～17:30 1名 

管理栄養士 8:30～17:30 1名 

 

(3) 設備の概要 

【定員 ２９名】 

○ 居室  ２９室 

入居者の居室は、ベッド・床頭台・タンス・ナースコールを備品として備えます。 

※居室は２階部分と３階部分に分かれております。居室の希望がある場合はその旨お申し出下さい。

その際は入居者の身体状況等を考慮のうえ、居室を決定いたします。但し、居室の調整等の事情に

よりご希望に沿えない場合もあります。 

※入居者からの居室の変更希望の申し出や、他入居者とのトラブルがあった場合は、居室の空き状況

に応じて施設でその可否を決定いたします。又、入居者の心身の状況により居室を変更する場合も

あります。その際には、入居者やご家族等と協議のうえ、決定するものとします。 
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○ 食堂（共同生活室）及び機能訓練室 

イ それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、三平方メートルに入居定員を乗 

じて得た面積以上とします。 

ロ 必要な備品類を備えることとします。 

○ 浴室など   ４室（各ユニット） 

浴室には入居者が使用しやすいよう、一般浴槽の他に要介助者のための特殊浴槽を設けます。 

○ 洗面所     各居室 

○ 便所         各ユニットに３～４箇所 

必要に応じて各階各所に洗面所や便所を設けます。 

○ 医務室   １室 

入居者を診療するために必要な医薬品及び医療機器を備えております。 

 

３．サービスの内容 

(1) 基本サービス 

サービス種別 サービス内容 

地域密着型施

設サービス計

画の作成 

1 介護支援専門員が、入所者の心身の状態や、生活状況の把握（アセスメント）

を行い、入所者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の方針、生活

全般の解決すべき課題、援助の目標、サービス内容、サービスを提供する上で

の留意事項等を記載した地域密着型施設サービス計画を作成します。 

2 作成した地域密着型施設サービス計画の内容について、入所者又はその家族に

対して、説明し文書により同意を得ます。 

3 地域密着型施設サービス計画を作成した際には、入所者に交付します。 

4 計画作成後においても、地域密着型施設サービス計画の実施状況の把握を行い、

必要に応じて介護計画の変更を行います。 
 

食 事 

1 栄養士（管理栄養士）の立てる献立により、栄養並びに入所者の身体の状況及

び嗜好を考慮した食事を提供します。 

2 可能な限り離床して食堂で食事をとることを支援します。但し、健康状態によっ

てはその限りではありません。 

（食事時間） 

  朝食    ７：１５ ～  ８：４５ 

  昼食   １２：００ ～ １３：３０ 

  夕食   １７：４５ ～ １９：４５ 

※身体の状況に合わせ、時間を要する入居者には配膳の順番を工夫して摂取時間に

幅を持たせています。 

入 浴 

1 入浴又は清拭を週２回以上行います。 

  入所者の体調等により、当日入浴ができなかった場合は、清拭及び入浴日の振

り替えにて対応します。 

2 寝たきりの状態であっても、特殊機械浴槽を使用して入浴することができます。 
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排せつ 排せつの自立を促すため、入所者の身体能力を利用した援助を行います。 

機能訓練 
入所者の心身等の状況に応じて日常生活を送るのに必要な機能の回復、又はその減

退を防止するための訓練を実施します。 

栄養管理 
栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入

所者の状態に応じた栄養管理を行います。 

口腔衛生の管

理 

入所者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むことができるよう、各

入所者の状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行います。 

健康管理 医師や看護職員が、健康管理を行います。 

看取り介護 
別紙「看取り介護の指針」並びに「看取り介護の理念」に基づき、入居者又は家族

の意向に沿い、看取り介護を行います。 

その他自立へ

の支援 

入居者の自立支援のため離床して食堂（共同生活室）にて食事をとっていただくこ

とを原則としています。 

・重度化防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよう援助します。 

・歯科医師の技術指導のもと、毎食後３回の口腔ケアを行います。 

・シーツの交換は、週１回、寝具の消毒は、年１回実施します。 

 

(2) その他のサービス 

① 理美容 

随時、理美容の機会を設けておりますので、入居期間中に行われる場合で、ご希望の方は申出ください。

（料金については希望時にお伝えいたします。） 

② 所持品の管理 

保管できるスペースに限りがございますので、持込物品が多くなる場合は申出ください。 

③ 預かり金管理費 

施設にて個人の金銭を管理した際は2,000円/月を徴収させていただきます。 

④ 電気料金 

居室内に家電製品の持込を行った際は家電製品１台につき電気代として300円/月徴収させていただきま

す。（例：テレビ、冷蔵庫等） 

⑤ レクリエーション 

年間を通して施設内外の交流会等の行事を行います。行事によっては別途参加費がかかるものがござい

ます。（利用期間中に行われる場合） 
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４ 利用料、入所者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方法につい

て 

⑴ 利用料、入所者負担

額（介護保険を適用す

る場合）、その他の費用

の請求方法等 

ア 利用料入所者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費

用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合計金額によ

り請求します。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月 20日までに

お届け（郵送）します。 
 

⑵ 利用料、入所者負担

額（介護保険を適用す

る場合）、その他の費用

の支払い方法等 

ア 請求書をご確認の上、下記のいずれかの方法によりお支払い下さ

い。 

(ア)事業者指定口座への振り込み 

(イ)ゆうちょ銀行指定口座からの自動振替 

(ウ)現金支払い 

イ 支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によらず、領収書

をお渡ししますので、必ず保管してください。（医療費控除の還付

請求の際に必要となることがあります。） 

※ 利用料、入所者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、正当

な理由がないにもかかわらず、支払い期日から３月以上遅延し、さらに支払いの督促から期日まで

に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくこと

があります。 

 

５ 入退所等に当たっての留意事項 

・ 入所対象者は、原則要介護度３以上の方が対象となります。 

・ 入所時に要介護認定を受けている方であっても、入所後に要介護認定者でなくなった場合は、

退所していただくことになります。 

・ 退所に際しては、入所者及びその家族の希望、退去後の生活環境や介護の連続性に配慮し適切

な援助、指導を行うとともに、居宅介護支援事業者等や保険医療、福祉サービス提供者と密接

な連携に努めます。 

 

６ 衛生管理等について 

・ 入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め

るとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

・ 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導

を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

・ 事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じ

ます。 

① 事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を

おおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底しています。 

② 事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

③ 従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染症の予防及び
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まん延の防止のための訓練を定期的に実施します。 

④ ①から③までのほか、厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に 

関する手順に沿った対応を行います。 

 

７ 業務継続計画の策定等について 

① 感染症や非常災害の発生時において、入所者に対する指定地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

② 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施

します。 

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

８ 緊急時等における対応方法 

 事業所において、サービス提供を行っている際に入所者の病状の急変が生じた場合は、速やかに

嘱託医及びあらかじめ定めている協力医療機関へ連絡及び必要な措置を講じます。 

 入所中、医療を必要とする場合は、入所者及びその家族の希望により下記の協力医療機関に 

おいて、診察・入院・治療等を受けることができます。ただし、下記の医療機関で優先的に治療等 

が受けられるものではありません。また、当該医療機関での治療等を義務付けるものでもありませ 

ん。 

 

 

９ 事故発生時の対応方法について 

①  事故が発生した場合の対応について、②に規定する報告等の方法を定めた事故発生防止のため

の指針を整備します。 

②  事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を報告し、そ

の分析を通じた改善策についての研修を従業者に対し定期的に行います。 

③  事故発生防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行います。 

④  上記①～③の措置を適切に実施するための担当者を配置しています。 

【協力医療機関】 

独立行政法人 地域医療機能推進機構 

仙台南病院 

住所:仙台市太白区中田町字前沖１４３ 

電話:０２２－３０６－１７１１ 

往診クリニックビーナス 
住所:仙台市太白区袋原３丁目１－３１ 

電話:０２２－３０２－６７７２ 

社会医療法人 康陽会 中嶋病院 
住所:仙台市宮城野区大梶１５－２７ 

電話:０２２－２９１－５１９１ 

医療法人財団 明理会 イムス明理会仙台

総合病院 

住所:仙台市青葉区中央４丁目５番１号 

電話:０２２－２６８－３１５０ 

【協力歯科医療機関】 

武山歯科クリニック 

住所:仙台市太白区四郎丸字大宮３８－４ 

電話:０２２－２４１－０４１８ 
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⑤ 事業所は、入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は速やかに 

市町村、入所者の家族に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

⑥ 事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録します。 

⑦ 事業所は、入所者に対するサービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行います。ただし、損害の発生について、入居者に故意又は過失が認められた場合には、

入居者の置かれた心身の状況等を斟酌して減額するのが相当と認められた場合には、施設の損害

賠償責任を減じさせていただきます。 

なお、下記の損害賠償保険に加入しています。 

加入制度 宮城県地域福祉総合保障制度 

保 険 名 三井住友海上火災保険株式会社 

 

１０ 非常災害対策 

① 当施設に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組みを行 

います。 

災害対策に関する担当者 職・氏名：（副施設長・針生貴弘） 

② 非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成し、非常災

害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

③ 定期的に避難、救出、その他必要な訓練（夜間想定訓練を含む。）を行います。 

避難訓練実施時期：（毎年２回 8月・11月を予定） 

④ ③の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

１２ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 苦情処理の体制及び手順 

ア 提供した指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護等に係る入所者及びその家族か

らの相談及び苦情を受け付けるための窓口を設置します。 

イ 相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

(2) 苦情申立の窓口 

ご利用相談室 窓口担当者：針生 貴弘（副施設長）（生活相談員兼務）） 

ご利用時間：月～金曜日 ９時００分～１７時００分 

ご利用方法  電話  ０２２－７４８－５５８１ 

       ＦＡＸ ０２２－７４８－５５８２ 

※担当者不在の場合は、他の職員がお受けし、後刻ご返事いたします。 

※ご意見や苦情、個人情報の受付ボックスを事務所前に設置しています。 

⑤ ご意見や苦情、個人情報に対する解決体制について 

解決責任者：最上 啓史（施設長） 

寄せられたご意見や苦情、個人情報については施設長が責任者となり、各関係者と相談しながら、

申出人と誠意を持って話し合い、合意が得られ又は適切な措置が実施されるよう努めます。 

 

⑥ 苦情解決第三者委員 
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  仙台ビーナス会 監事          坂田 祐子   電話 ０２２－２４１－６２２５ 

  仙台ビーナス会 評議員         佐藤 浩二   電話 ０２２－２４１－３６７４ 

  ※苦情解決第三者委員を委嘱し、申出人の希望があれば、解決のため相談に関与していただきます。 

⑦ なお、介護サービス提供に伴う相談は随時受けて付けております。 

 

(3) 行政機関その他苦情受付機関 

 申出人の希望により、次の行政機関等に申し込むこともできます。 

仙台市太白区役所 

介護保険課 

住所：仙台市太白区長町南３丁目１－１５ 

電話：０２２－２４７－１１１１ 

仙台市役所 

健康福祉局保健高齢部介護事業支援課施設指導係 

住所：仙台市青葉区国分町３丁目７－１ 

電話：０２２－２１４－８３１８ 

宮城県国民健康保険団体連合会 
住所：仙台市青葉区上杉１丁目２－３ 

電話：０２２－２２２－７０７９ 

宮城県社会福祉協議会 

福祉サービス利用に関する運営適正化委員会 

住所：仙台市青葉区本町３丁目７－４ 

電話：０２２－７１６－９６７４ 

 

１３ 秘密の保持と個人情報の保護について 

⑴ 入所者及びその家

族に関する秘密の保

持について 

① 事業者は、入所者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護

に関する法律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者にお

ける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取

り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービ

ス提供をする上で知り得た入所者又はその家族の秘密を正当な理由な

く、第三者に漏らしません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後に

おいても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を保

持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後においても、

その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。 
 

⑵ 個人情報の保護に

ついて 

① 事業者は、入所者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議等において、入所者の個人情報を用いません。また、入所者の家族

の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者

会議等で入所者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、入所者又はその家族に関する個人情報が含まれる記録物（紙

によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管理者の注意

をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとし

ます。 

③ 事業者が管理する情報については、入所者の求めに応じてその内容を

開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を求めら
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れた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂

正等を行うものとします。(開示に際して複写料などが必要な場合は入所

者の負担となります。) 
 

 

１４ 虐待の防止について 

事業者は、入所者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げると

おり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者 (副施設長・針生貴弘) 

（2） 成年後見制度の利用を支援します。 

（3） 従業者が支援にあたっての悩みや苦悩を相談できる体制を整えるほか、従業者が入所者等の

権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

（4） 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知

徹底を図っています。 

（5） 虐待防止のための指針の整備をしています。 

（6） 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

（7） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）

による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報し

ます。 

 

１５ 身体的拘束について 

事業者は、原則として入所者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれが

ある場合など、入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、

入所者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行う

ことがあります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘束の時間、経過観察や検討内容を記録

し、５年間保存します。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

・ 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、入所者本人または他人の生命・身体に危険が

及ぶことが考えられる場合に限ります。 

・ 非代替性････身体拘束以外に、入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶこと

を防止することができない場合に限ります。 

・ 一時性･･････入所者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合

は、直ちに身体拘束を解きます。 

（1） 身体拘束等の適正化を図るための対策を検討する委員会（テレビ電話措置等を活用して

行う事ができるものとする。）を 3 月に 1 回以上開催するとともに、その結果について、介護

職員その他の従業者に周知徹底を図るものとします。 

（2） 身体拘束のための指針を整備します。 

（3） 介護職員その他の従業者に対し、身体拘束等の適正化の為の研修を定期的（年 2 回以上

に実施します。 
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１６ 地域との連携について 

・ 運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交

流を図ります。  

・ 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供に当たっては、入所者、入所者の家

族、地域住民の代表者、本事業所が所在する圏域の地域包括支援センターの職員、地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者等により構成される協議会（以下、

この項において「運営推進会議」と言います。）を設置し、概ね２月に１回以上運営推進会議

を開催します。 

・ 運営推進会議に対し、サービス内容及び活動状況を報告し、運営推進会議による評価をうけ

るとともに、必要な要望・助言等を聴く機会を設けます。また、報告・評価・要望・助言等に

ついての記録を作成し、公表します。 

 

１７ サービス提供の記録 

・ 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供した際には、提供した具体的なサー

ビス内容等の記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保存します。 

・ 入所者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求する

ことができます。 

・ 入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被保険者証

に記載いたします。 

 

１８ サービスの第三者評価の実施状況について 

 当事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行っていま

す。 

【実施の有無】 有 

【実施した直近の年月日】 令和 5年 12月 5日 

【第三者評価機関名】 1万人市民委員会 

【評価結果の開示状況】 HPにて開示 

 

 

１９ サービス利用に当たっての留意事項 

① 入居者又はその家族は、体調の変化があった際には施設の従業者にご一報ください。 

② 入居者は、施設内の機械及び器具を利用される際、必ず従業者に声をかけてください。 

③ 施設内での金銭及び食物等のやりとりは、ご遠慮ください。 

④ 従業者に対する贈物や飲食のもてなしは、お受けできません。 
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２０ 利用料金 

厚生労働大臣が定める基準によるものであり、当該地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が法

定代理受領サービスであるときは、介護保険法による介護報酬の告示上の額として設定します。 

 

□介護報酬告示額 概算額での計算となります（30日/月） 

 介護度１ 介護度２ 介護度３ 介護度４ 介護度５ 

第１段階 6.4万円～ 6.6万円～ 6.9万円～ 7.1万円～ 7.4万円～ 

第２段階 6.6万円～ 6.9万円～   7.2万円～ 7.4万円～ 7.7万円～ 

第３段階 8.9万円～ 9.1万円～  9.4万円～ 9.7万円～ 9.9万円～ 

第３段階② 11万円～ 11.3万円～ 11.5万円～ 11.8万円～ 12万円～ 

課税層（１割負担） 13.4万円～ 13.6万円～ 13.9万円～ 14.1万円～ 14.4万円～ 

課税層（２割負担） 16.3万円～ 16.8万円～ 17.3万円～ 17.8万円～ 18.3万円～ 

課税層（３割負担） 19.1万円～ 19.9万円～ 20.7万円～ 21.5万円～ 22.2万円～ 

※食費内訳は、1,445円/日（朝：338円/昼：677円（※おやつ代：86円）/夕：430円）です。 

※低所得者の方の負担を軽減する制度があり、負担段階が「第１段階」から「第３段階②」の区分につ

いては次項の通りです。 

負担段階 対象者 居住費・食費負担額 

第１段階 
・世帯全員が市町村民税非課税であり、老齢福祉年金を受給している方 

・生活保護を受けている方 

食費：300円／日 

居住費：880円／日 

合計額：35,400円／月 

第２段階 

・世帯全員が市町村民税非課税で、本人の前年の合計所得金額と課税年金

収入額の合計が80万円以下の方 

（預貯金 単身650万 夫婦1,650万） 

食費：390円／日 

居住費：880円／日 

合計額：38,100円／月 

第３段階① 

・世帯全員が市町村民税非課税で、本人の前年の合計所得金額と課税年金

収入額の合計が80万円を超え、120万円以下の方 

 （預貯金 単身550万 夫婦1,550万） 

食費：650円／日 

居住費：1,370円／日 

合計額：60,600円／月 

第３段階② 

・世帯全員が市町村民税非課税で、本人の前年の合計所得金額と課税年金

収入額の合計が120万円を超える方 

 （預貯金 単身500万 夫婦1,500万） 

食費：1,360円／日 

居住費：1,370円／日 

合計額：81,900円／月 
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〇各種加算について（算定実績のあるもの、算定予定の加算について） 

※ 日常生活継続支援加算は、居宅での生活が困難であり、当施設への入所の必要性が高いと認め

られる重度の要介護状態の者や認知症である者等を積極的に受け入れるとともに、介護福祉士資

格を持つ職員を手厚く配置し、質の高い地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供した

場合に算定します。 

※ 看護体制加算は、看護職員の体制について手厚い人員体制をとっている場合に算定します。 

※ 夜勤職員配置加算は、夜間及び深夜の時間帯について手厚い人員体制をとっている場合に算定

します。 

※ 若年性認知症入所者受入加算は、若年性認知症（40 歳から 64 歳まで）の入所者を対象に地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合に算定します。 

※ 初期加算は、当施設に入所した日から 30日以内の期間について算定します。 

※ 再入所時栄養連携加算は、当施設に入所していた者が退所し病院又は診療所に入院後、再度当

施設に入所する際、当初に入所していた時と再入所時で栄養管理が異なる場合に、当施設の管理

栄養士が入院先の病院等の管理栄養士と連携し、栄養ケア計画を策定した場合に算定します。 

※ 栄養マネジメント強化加算は、低栄養状態又はそのおそれのある入所者に対して、他職種共同

で栄養ケア計画を作成し、これに基づく栄養管理を行うとともに、その他の入所者に対しても食

事の観察を行い、入所者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合に、算定します。 

※ 経口移行加算は、医師の指示に基づき他職種共同にて、現在経管による食事摂取をしている入

所者ごとに経口移行計画を作成し、それに基づき管理栄養士等による支援が行われた場合、算定

します。 

※ 経口維持加算は、現在食事を経口摂取しているが摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所

者に対し、医師又は歯科医師の指示に基づき他職種共同にて食事観察及び会議等を行い、入所者

ごとに経口維持計画を作成し、それに基づき、医師又は歯科医師の指示を受けた管理栄養士又は

栄養士が、栄養管理を行っている場合に算定します。 

※ 口腔衛生管理加算は、歯科衛生士が入所者に対し、口腔衛生等の管理を月２回以上行い、当該

入所者に係る口腔衛生等の管理の具体的な技術的助言及び指導等を介護職員に行っている場合

に、算定します。 

※ 看取り介護加算は、看取りに関する指針を定め、医師が一般的な医学的見地に基づき回復の見

込みがないと診断した入所者に対して、多職種共同にて介護に係る計画を作成し、入所者又は家

族の同意のもと、入所者がその人らしく生き、その人らしい最期を迎えられるように支援した場

合に算定します。 

※ 認知症専門ケア加算は、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められる認知症

の入所者に対して、専門的な認知症ケアを行った場合に算定します。 

※ 認知症行動・心理症状緊急対応加算は、医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、在

宅での生活が困難であり、緊急に施設サービスを利用することが適当であると判断した入所者に

対し、サービスを提供した場合に算定します。 

※ 褥瘡マネジメント加算は、入所者ごとに褥瘡の発生とリスクを評価し、多職種共同にて褥瘡ケ

ア計画を作成し、計画に基づく褥瘡管理を行うとともに、そのケアの内容や状態を記録している

場合に算定します。 

※ 排せつ支援加算は、排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行うことで要介護状
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態の軽減が見込まれる者について、多職種共同にて、当該入所者が排せつに介護を要する原因を

分析し、それに基づく支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施した場合に

算定します。 

※ 科学的介護推進体制加算は、入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況等の

基本的な情報を厚生労働省に提出し、その情報を施設サービスの適切かつ有効な提供に活用して

いる場合に、算定します。 

※ 安全対策体制加算は、事故発生又はその再発防止のために必要な措置を講じるとともに、安全

対策の担当者が必要な外部研修を受講し、施設内に安全管理部門を設置するなど組織的な安全対

策体制が整備されている場合に、算定します。 

※ 介護職員等処遇改善加算については介護職員等の処遇を改善するために賃金改善や資質の向

上等の取り組みを行う事業所に認められる加算です。介護職員等処遇改善加算は、区分支給限度

基準額の対象外となります。 

※ 退所時栄養情報加算は入院等をされた場合に医療機関へ栄養情報の提供を行った場合に算定

します 

※ 新興感染症等施設療養費加算は厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談、診療、入

院等を行う医療機関を確保し、適切な感染対策を行った上で介護サービスを提供した方のみ算定

します。 

※ 認知症チームケア推進加算は認知症の行動心理症状の早期対応等に係るチームの発足、行動心

理症状の対応を行った際に算定します。 

※ 生産性向上推進体制加算は介護ロボットや ICT等のテクノロジーの導入後の継続的なテクノロ

ジーの活用を支援するため、入所者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテク

ノロジーを１つ以上導入し、生産性向上ガイドラインの内容に基づいた業務改善を継続的に行う

とともに、一定期間ごとに、業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行った際に算定し

ます。 

※ 高齢者施設等感染対策向上加算は高齢者施設等において、施設内で感染者が発生した場合に、

感染者の対応を行う医療機関との連携の上、施設内で感染者の療養を行うことや、他の入所者等

への感染拡大を防止することを目的とした加算。医療機関からの定期的な実地指導などを受けた

場合に算定されます。 
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 確 認 書 

 

指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護サービスの提供開始に当たり、「指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護」（特別養護老人ホーム第二白東苑）重要事項説明書の内容を説明し交付

しました。 

所在地   宮城県仙台市太白区袋原４丁目３６－１８ 

施設名   指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（特別養護老人ホーム） 

      第 二 白 東 苑 

（指定番号０４９５４００１６０号） 

 

重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 2024年   月   日 

 

上記内容について、説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 仙台市太白区袋原 4丁目 36-18 

法 人 名 社会福祉法人 仙台ビーナス会 

代 表 者 名 理事長 齋藤信子 

事 業 所 名 特別養護老人ホーム 第二白東苑 

説 明 者 氏 名 針生 貴弘 

 

 事業者から上記の内容の説明を受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受けました。 

入所者 

住 所  

氏 名  

 

署名代行者 

住 所  

氏 名                （本人との続柄   ） 

  

※署名代行の理由： 

 


